
（４）裁判外紛争解決手続の実施 

・ 消費者紛争の迅速・適正な解決と同種紛争の未然防止のため、紛争解決

委員会において、重要消費者紛争に関し和解の仲介等の手続を実施し、

申請から４か月以内に手続を終了するよう努める。 

 

（５）関係機関との連携 

①消費者庁等 

・ 消費者事故等の発生に関して、必要な事項を適切な方法で消費者庁へ

通知するとともに、財産事案や生命身体事案に係る情報共有のための

会議の場等を通じ、ＰＩＯ－ＮＥＴ等に蓄積されている情報等の分析

結果や、消費者に同種被害が多数発生している事例、深刻な被害事例

等について、消費者庁との情報共有をより緊密に行う。 

 

・ 公共料金の値上げが消費生活に及ぼす影響の大きさに鑑み、公共料金

に関して受け付けた意見・相談内容等を取りまとめ、消費者庁へ報告

する。 

 

・ 関係行政機関への情報提供を積極的に行う。 

 

②消費生活センター等 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴの安定的運用に資するため、「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」

（相談カードの記載方法やキーワード付与ルール等の周知を目的とし

た情報誌）など、ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情報を、随時「消費者

行政フォーラム」（ＰＩＯ－ＮＥＴ業務のサポート用電子掲示板）に掲

載する。 

 

・ 相談対応等から得られた情報・知見を迅速に提供するため、「消費生活

相談緊急情報」を「消費者行政フォーラム｣に月２回以上掲載する。 

 

・ 相談対応等から得られた情報・知見を迅速に提供するため、「製品関連

事故情報」を「消費者行政フォーラム」に毎月掲載する。 

 

③国の行政機関 

・ 法令に基づく迅速かつ厳正な行政処分等に資するため、消費者利益を

侵害する違法・不当行為について、事業者情報を含め、行政機関との

間で緊密な情報交換を行う。 
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④独立行政法人 

・ 関連する独立行政法人との情報共有を進め、商品テスト、研修等に関

し連携を図る。 

 

⑤消費者団体 

・ 適格消費者団体におけるＰＩＯ－ＮＥＴの利用について、関係者との

調整を踏まえ、具体化を進める。 

 

・ 消費者団体への情報提供を積極的に行う。 

 

⑥法令照会への対応 

・ 裁判所、警察、弁護士会、適格消費者団体等からの法令に基づく照会

に対して迅速かつ適切に対応する。 

 

（６）関係行政機関等に対する改善要望 

・ 消費生活相談情報の収集・分析結果等を基に、関係行政機関等に対して

制度等に関する改善要望を積極的に行う。 

 

（７）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談員向け研修への重点化 

・ 消費生活センター等の相談処理能力等を高めるため、消費生活相談員

と地方公共団体の職員への研修に重点を置くとともに、地方公共団体

のニーズに積極的に応じ、その充実を図る。 

 

・ 研修の実施に当たっては、各地の地理的条件に配慮して、地方都市に

おいても実施するとともに、インターネット等を活用した遠隔研修を

推進する。 

 

・ 研修コース毎に、受講者に対するアンケート調査を実施するとともに、

受講者を派遣した地方公共団体へのアンケート調査を実施する。アン

ケート調査の結果は研修内容の充実に活用するとともに、受講者およ

び地方公共団体から５段階評価で平均満足度４以上の評価を得る。 

 

②国家公務員向け研修の実施 

・ 消費者行政に関する国家公務員向けの研修の実施について検討を行う。 

 

③消費生活専門相談員資格認定制度 

・ 消費生活センター等において相談業務に携わる相談員の資質・能力の
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向上等を図るため消費生活専門相談員資格の審査及び認定を行う。 

 

・ 各地の地理的条件に配慮した人材の供給を確保する観点から、全国１

５箇所以上で資格試験を実施する。 

 

・ 資格取得者の資質・能力の維持・向上を図るため、消費生活センター

等での実務に就いていない資格取得者が資格の更新を行う際に受講す

る講座を実施する。 

 

④市場化テストの実施 

・ 企業・消費者向けの教育・研修事業について官民競争入札を実施する。 

 

（８）商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの実施 

・ 消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため、消費者の生活実態に即

して必要な商品テストを行う。具体的には、注意喚起のための商品テ

ストを積極的に実施し情報提供するとともに、地方公共団体から依頼

のあった相談解決のための商品テストについては、原則として全てに

対応する。 

 

・ 「消費者安全法の一部を改正する法律」（平成２４年法律第７７号）の

施行を踏まえ、消費者事故等の原因究明や情報提供のため、消費者庁

（消費者安全調査委員会を含む。）からの求めに応じ必要な協力を行う。 

 

・ 商品テストの課題設定及び成果については、外部有識者による評価を

実施し、その結果を業務に反映させる。 

 

②商品テストの効率的な実施 

・ 我が国全体として必要な商品テストが確実かつ効率的に実施されるよ

う、独立行政法人、研究機関、大学等の関係機関との連携を強化し、

それぞれの機関が保有する専門的な知見や技術・技能等を活用すると

ともに、定型的な規格・基準に基づくテストや専門性の高いテストな

どについて、試験研究機関等への外部化を図る。また、消費生活セン

ター等では対応が困難なテストの実施に努める。 

 

③商品テスト実施機関等の情報収集・提供 

・ テスト実施機関が実施可能な対象商品や試験内容、保有する施設・機

器などの情報及び消費生活センター等の商品テスト実施状況等の情報
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を収集し、ホームページ等を通じて提供する。 

 

・ 地方公共団体等に対しては、新たにデータベースを構築するなど情報

提供に係る手段を検討・実施することにより、中核的機関としての役

割を積極的に果たす。 

 

（９）震災からの復興に向けた取組 

・ 東日本大震災からの復興を支援するため、以下の取組を実施する。 

①食品と放射性物質に関する情報など、震災に関連する消費生活情報を収

集し、ホームページ等を通じ、情報提供を積極的に行う。 

 

②消費生活相談員や行政職員等に対する研修において、食品と放射能等に

関連する講義を積極的に行う。 

 

③放射性物質に関する検査について、引き続き地方公共団体における実施

体制を支援するとともに、地方公共団体からの依頼に基づく検査を積極

的に実施する。 

 

④その他、消費者庁と連携の上、必要な施策を適切に実施する。 

 

（10）消費者教育の推進 

・ 消費者教育の推進に関する法律（平成２４年法律第６１号）が施行され

たことを踏まえ、消費者教育に関する以下の取組を実施する。 

①高齢者、障害者等への支援を行う民生委員等が地域で消費者教育を拡げ

ていくことができるよう、消費生活相談員等を対象として、民生委員等

への研修を行う講師を養成するとともに、情報提供等を行う。 

 

②ＰＩＯ－ＮＥＴ情報等の収集・分析を通じ、消費生活相談実例等を消費

者教育に関する研修・普及啓発等に活用する。 

 

③消費者教育に関する専門的知識を習得させるために消費生活相談員等へ

の研修を実施する。 

 

④消費者教育に関する先進的な取組に関する情報等を収集し、ホームペー

ジ等を通じて提供する。 

 

（11）地方公共団体に対する支援 

・ 上記の取組のほか、以下の取組等を通じて、都道府県及び市町村におけ
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る消費者行政への支援を強化する。 

①巡回訪問 

・ 相談体制の強化のため、市町村の消費生活相談窓口における経験の浅

い相談員に対する指導経験豊富な相談員の「巡回訪問」について、都

道府県が実施できるよう、都道府県と連携を図り、「巡回訪問事業」の

質の向上及び円滑な運営に対する支援を行う。 

 

②ＰＩＯ－ＮＥＴの追加配備 

・ 地方公共団体からの要望を踏まえ、ＰＩＯ－ＮＥＴの追加配備を適切

に実施する。 

 

（12）中核機関としての役割強化 

・ センターの業務及び組織の整備、関係機関等との役割分担・連携等の具

体的な方策に関する検討結果を踏まえ、適切に対応する。 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

・ 別紙１から別紙３までのとおり。 

・ 毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状

況にも留意した上で、厳格に行うものとする。 

 

４．短期借入金の限度額 

・ 短期借入金の限度額は、７億円とし、運営費交付金の資金の出入に時間差

が生じた場合、不測の事態が生じた場合等に充てるために用いるものとす

る。 

 

５．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合の当該財産

の処分に関する計画 

・ 東京事務所について、同事務所で実施する業務を精査しつつ、移転に向け

た取組を進め、遅くとも東京事務所が合築されている建物に所在するセン

ター以外の者の移転時期と同年度内に移転し、国庫納付する。 

 

６．重要な財産の処分等に関する計画 

・ 重要な財産の処分等に関する計画の見込みはない。 

 

７．剰余金の使途 

（１）商品テスト業務に係る検査・分析機器等を充実させるための更新・整備 

 

（２）情報の収集及び提供に係る高度情報化を図るための機器等の整備 
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（３）施設・設備の質的向上及び老朽化対応のための改修・整備 

 

８．その他業務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

・ 施設・設備に関する計画の見込みはない。 

 

（２）人事に関する計画 

・ 地方公共団体との人事交流や消費者団体での実務体験などを通じ、セン

ター職員に多方面の業務を経験させることにより、職員の専門性の更な

る向上を図る。 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担 

・ 当期中期目標期間中のセンター業務を効率的に実施するために、コンピ

ュータの賃貸借について、次期中期目標期間にわたって契約を行うこと

がある。 

 

（４）積立金の処分に関する事項 

・ 前期中期目標期間の最終年度における積立金残高のうち、当期中期目標

期間における積立金として整理する金額を厳格に算出し、内閣総理大臣

の承認を受けるものとする。当該金額を控除した残余の額については、

国庫納付する。 

 

（５）情報セキュリティ対策 

・ 政府の方針を踏まえ、情報セキュリティ対策の向上を図る。 

 

（６）事業の審査及び評価 

・ 各事業の審査及び評価について、外部評価の仕組みについて検討し、必

要性の高い事業から導入する。 

 

（７）国際協力 

・ 海外からの研修生の受け入れや海外への講師派遣等の要請に積極的に対

応する。 

 

（８）内部統制の充実・強化 

・ 内部統制について、総務省「独立行政法人における内部統制と評価に関

する研究会」報告書や政策評価・独立行政法人評価委員会の意見を参考

にしつつ、さらに充実・強化を図る。 
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（９）情報公開 

・ 情報公開請求に対して適切に対応する。 
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別紙１ 

 

中期計画予算 

平成２５年度～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区   別 金   額 

収 入 

 運営費交付金 

 自己収入 

 

計 

 

１５，２０９ 

５５４ 

 

１５，７６３ 

支 出 

 業務経費 

 一般管理費 

 人件費 

  

計 

 

８，８４０ 

９２２ 

６，００１ 

 

１５，７６３ 

（注１）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

（注２）運営費交付金収入及び業務経費には、平成２５年度補正予算（第１号）

により措置された好循環実現のための経済対策の一環として防災・安全対

策の加速を図るための経費が含まれている。 

 

【人件費の見積り】 

期間中総額４，８６８百万円を支出する。 

ただし、上記の金額は、役員報酬（非常勤役員給与を除く。）並びに職員基

本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

・毎事業年度の運営費交付金については、以下の数式により決定する。 

運営費交付金＝人件費＋（業務経費＋一般管理費）×β（消費者物価指数）－ 

自己収入＋ε（特殊要因増減） 

人件費＝（基本給等＋社会保険料負担金＋児童手当拠出金）×γ＋退職手当 

基本給等＝前年度の（役員報酬＋職員基本給＋職員諸手当＋超過勤務手当） 

業務経費＝前年度の業務経費相当額×α１×δ 

一般管理費＝前年度の一般管理費相当額×α２ 

 

【注記】 
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業務経費の効率化係数（α１）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年度に

おける具体的な係数値を決定。 

 

一般管理費の効率化係数（α２）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年度

における具体的な係数値を決定。 

消費者物価指数（β）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年度における具

体的な係数値を決定。 

人件費調整係数（γ）：各事業年度の予算編成過程において給与昇給率等を勘案して、

当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

政策係数（δ）：国民に対して提供するサービスへの対応への必要性、独立行政法人

の評価委員会による評価等を総合的に勘案し、各事業年度の予算編

成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

特殊要因（ε）：法改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、

特定の年度に一時的に発生する資金需要 

 

【中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等】 

・業務経費の効率化係数（α１）：平成２５年度は０．９８２０６５、平成２

６年度以降は、０.９９と仮定した。 

・一般管理費の効率化（α２）：中期計画期間中は、０.９７と仮定した。 

・消費者物価指数（β）：中期計画期間中は１.００と仮定した。 

・人件費調整係数（γ）：平成２５年度は０．９１７９７２、平成２６年度は

１.０８９３５７、平成２７年度以降は１．００と

仮定した。 

・政策係数（δ）：中期計画期間中は１.００と仮定した。 
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別紙２ 

 

収支計画 

平成２５年度～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区   別 金   額 

費用の部 

 経常費用 

  業務経費 

  一般管理費 

  人件費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 自己収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

１６，４６３ 

１６，４６３ 

８，８４０ 

９２２ 

６，００１ 

７００ 

０ 

０ 

 

１６，４６３ 

１５，２０９ 

５５４ 

７００ 

０ 

 

０ 

０ 

０ 

（注）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

【注記】 

当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職

手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費

交付金を財源とするものと想定している。 
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別紙３ 

 

資金計画 

平成２５年度～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区   別 金   額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

１５，７６３ 

１５，７６３ 

０ 

０ 

０ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  自己収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

   

 前期中期目標期間よりの繰越金  

１５，７６３ 

１５，７６３ 

１５，２０９ 

５５４ 

０ 

０ 

 

０ 

（注）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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資料４ 

平成２５年度 独立行政法人国民生活センター年度計画 

 

平成２５年 ３月２９日 

（変更）平成２６年 ３月２８日 

独立行政法人国民生活センター 

 

独立行政法人国民生活センター（以下「センター」という。）は、中期計画に定めた

業務の実施について、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３１条の規

定に基づき、平成２５年度の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を以

下のとおり定める。 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）一般管理費及び業務経費 

・ 一般管理費（人件費を除く）については、前年度比３％以上、業務経費に

ついては、前年度比１％以上の経費の削減を行う。 

 

・ 激変緩和措置を設けた上で平成２４年度に廃止した借上宿舎制度につい

ては、平成２５年９月末までに激変緩和措置を終了し、住居手当を支給す

る制度に全面的に移行する。 

 

（２）人件費 

・ 総人件費については、政府における総人件費削減の取組を踏まえ見直すた

めに、更なる業務の効率化や、職員の重点配置を行う業務の検討等を行い、

それを踏まえた次年度の人事異動計画を策定し人員配置の適正化を図る。

また、同様の主旨で、非常勤職員等の業務を精査し、真に必要な業務に限

定するための計画を策定する。 

 

・ 全国消費生活情報ネットワーク・システム（以下「ＰＩＯ－ＮＥＴ」とい

う。）の刷新に際し、最適化計画策定の段階で関連する業務の必要性・効

率性の検討を行う。 

 

（３）給与水準 

・ 給与水準については、平成２４年度の検証結果を踏まえ、平成２５年度の

地域・学歴勘案のラスパイレス指数を１００．０とするために、必要な措

置を講じる。なお、給与水準の適正化に当たっては、その取組状況や検証

結果について公表する。 

なお、国家公務員の給与見直しが行われた際は、その動向を見つつ、必要

に応じて措置を講じる。 

 

・ 国家公務員の給与体系や標準的な民間企業の給与体系について調査して

現状を把握し、昇格・昇給体系を含めた給与体系の見直し案を策定する。 
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なお、国家公務員の給与見直しが行われた際は、その動向を見つつ、必要

に応じて措置を講じる。 

 

（４）随意契約等の見直し 

・ 随意契約の適正化を推進するため、「随意契約等見直し計画」に基づく取

組を着実に実施・公表するとともに、一般競争入札等により契約を行う場

合には、競争性、透明性が十分確保される方法により実施する。また、契

約に係る情報の公開を引き続き推進する。さらに、監事による契約内容の

チェックにより、入札・契約の適正な実施を図る。 

 

（５）保有資産の有効活用 

・ 相模原事務所について、研修施設の活用方法等を検討し、その結果につい

て具体的な作業を進める。 

 

・ 東京事務所について、東京事務所が合築されている建物に所在するセンタ

ー以外の者の移転に関する状況を踏まえ、同事務所で実施する業務を精査

しつつ、移転に向けた取組を進める。 

 

・ 相模原事務所の在り方の検討及び東京事務所の国庫納付に当たっては、消

費者行政の枠組みにおける他機関の実施するテスト等を含めた商品テス

トの今後の在り方に関する検討も踏まえつつ、最も効率的・効果的に業務

運営を行うことができる体制となるよう検討を行う。 

 

（６）自己収入の拡大・経費の節減 

・ 出版物の販売、研修受講料等について、受益者負担が適正かどうか検証し、

必要に応じて見直す。また、研修事業について、経費節減に向け、地方公

共団体との共催を図るなど効率化が見込まれる方法を検討する。 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

（１）消費生活情報の収集・分析・提供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新 

・ ＰＩＯ―ＮＥＴについて、消費者庁「ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する検討会」

中間報告を踏まえ、「業務の効率化・合理化」、「利便性の維持・向上」、「安

全性・信頼性の確保」、「経費節減」の観点から、地方公共団体等と調整し

た上で、最適化計画を策定し、同計画を反映させた仕様書（要件定義書）

を作成するとともに、調達手続き（入札）を行う。 

 

・ 刷新に当たり、ＰＩＯ－ＮＥＴへの登録日数を平均１０日以内に短縮する

ことの実現に向け、入力項目を削減するとともに、決裁前の情報を閲覧登

録する仕組みを導入するための具体的な方法について検討し、消費者庁と
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協議の上決定する。また、これら取組について、消費者庁と連携し、地方

公共団体等の理解を得るべく、必要な調整を行う。 

 

・ センターが自ら受け付けた相談について、刷新後におけるＰＩＯ－ＮＥＴ

への登録日数を５日以内に短縮することの実現に向け、具体的な取組につ

いて検討する。 

 

・ キーワードの抜本的な整理について検討を行い、地方公共団体等との調整

等を適切に実施するとともに、マニュアルの全面的な見直しに向けた検討

を行う。 

 

・ 消費者庁「ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する検討会」中間報告を踏まえ、逆引

き辞書の次期システムへの採用方法について検討する。 

 

②「早期警戒指標」の活用 

・ 消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため、新たな手口や悪質な手口、

苦情相談が急増している事案などを早期かつ迅速に抽出するための「早期

警戒指標」を活用し、指標に基づく情報を消費者庁、関係省庁、関係独立

行政法人、消費生活センター等へ定期的に提供する。 

 

・ 早期警戒指標の情報から重要な事案を発見して消費者被害の規模や内容、

深刻度等を迅速に分析する「消費生活相談早期警戒システム」（ＰＩＯ―

ＡＬＥＲＴ）の安定的な稼動を図るとともに、ユーザーである国や地方公

共団体の消費者行政担当部局等のシステム利用促進のため、簡易説明資料

を作成し、配布する。 

 

③「事故情報データバンク」の活用 

・ 事故情報データバンクを活用し、関係機関等とのネットワークを通じて、

当該機関の保有する重大事故情報等の速やかな共有化を図るとともに、情

報分析能力を強化し、情報の有効活用を図るため、消費者庁と協議の上、

具体的な方策を検討する。 

なお、インターネットの活用等による広範囲の消費者情報の収集について

は、消費者庁と協議の上、検討を開始する。 

 

④調査研究 

・ 国・地方の消費者政策の企画立案や消費者行政の国際的展開に資するため、

消費生活に重大な影響を及ぼす問題について、ＰＩＯ－ＮＥＴ情報等の活

用や、海外の消費者行政等の動向についての情報収集を通じて、調査研究

を行い、広く国民に情報提供する。 
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（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情報を迅速に分析してとりまとめ、記者説

明会を機動的に開催することにより、年間５０件以上の情報提供を行う。 

 

・ 国民への情報提供に当たっては、悪質商法や製品事故などによる消費者被

害の発生や拡大を防ぐ観点から、事業者名を含めた公表に積極的に取り組

む。 

 

②ホームページ、出版物等による情報提供 

ア．ホームページ 

・ インターネット技術の動向、情報環境の融合の度合い等を踏まえつつ、ホ

ームページ利用者の利便性の向上を図る。 

 

・ 緊急性が高い問題については、必要とされる情報を迅速かつ的確に提供す

る。 

 

・ 消費者問題に関する専門情報誌である「国民生活」を定期的にホームペー

ジへ掲載するとともに、同コンテンツの簡易冊子を関係各所に配布する。 

 

・ 「国民生活」について、内容の充実と満足度の向上を図るため、読者等へ

のアンケート調査を実施し、５段階評価で４以上の平均満足度の評価を得

る。 

 

イ．出版物 

・ 国民の日常生活の情報源として「くらしの豆知識」を年１回発行し、消費

者情報の普及を図るとともに、視覚障害者のためのデイジー版を作成する。 

 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供 

・ 高齢者や障害者に加えて、それらの方々を支援する民生委員や介護関係者

等を対象に、悪質商法や製品事故等に関するメールマガジン（高齢者版、

子ども版）を発行する。 

 

・ メールマガジン等の情報を活用した印刷物を作成し、民生委員や介護関係

者、学校等に対して配布し、情報提供する。 

 

③「消費者トラブルメール箱」の運用 

・ インターネットを活用して、広く消費者からトラブル情報を収集し、寄せ

られる情報のうち、多数案件や新規手口の案件など重要性の高いものを中

心に迅速に分析した上で、解決策や消費者へのアドバイスを年間５０件以

上新設又は更新し、ホームページ上で提供する。 
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④消費者庁の行う注意喚起への協力 

・ 消費者庁が行う注意喚起について、これまでの情報提供の方法などを含め

て可能な限りの媒体を利用して消費者に情報を提供する。 

 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

・ 専門分野に特化した相談員・職員で構成されるチーム制を敷くとともに、

弁護士・専門技術者等専門家の活用により消費生活センター等からの経由

相談の解決能力の向上を図る。 

 

・ 消費生活センター等において対応困難な分野に関する苦情相談や全国的

に共通性のある苦情相談については、消費生活センターと共同して、また

は移送を受けて、事業者との交渉を行い、相談の統一的な処理に取り組む。 

 

イ．「消費者ホットライン」を活用した地方支援 

・ 消費生活センター等の支援として、平日バックアップ相談を実施し、あっ

せんを積極的に行う。 

 

・ 土日祝日に相談窓口を開所していない消費生活センター等の支援として、

土日祝日相談を実施し、必要に応じて、平日に継続処理を行い、あっせん

を積極的に行う。 

 

②個人情報の取扱いに関する苦情相談 

・ 個人情報に関する苦情相談について、「個人情報の保護に関する基本方針」

（平成１６年４月２日閣議決定）に基づき、円滑かつ的確な処理に資する

ため、苦情相談機能を発揮し、また、センター及び各種相談機関に蓄積さ

れた個人情報に関する苦情相談の事例を集約・分析し、現在の事例集等に

ついて次年度に必要に応じて改訂・追補等を実施するための検討を行う。 

 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

・ 消費者紛争の迅速・適正な解決と同種紛争の未然防止のため、紛争解決委

員会において、重要消費者紛争に関し和解の仲介等の手続を実施し、申請

から４か月以内に手続を終了するよう努める。 

 

（５）関係機関との連携 

①消費者庁等 

・ 消費者事故等の発生に関して、必要な事項を適切な方法で消費者庁へ通知

する。 

 

・ 財産事案や生命身体事案に係る情報共有のための会議の場等を通じ、ＰＩ
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Ｏ－ＮＥＴ等に蓄積されている情報等の分析結果や、消費者に同種被害が

多数発生している事例、深刻な被害事例等について、消費者庁との情報共

有をより緊密に行う。 

 

・ 公共料金の値上げが消費生活に及ぼす影響の大きさに鑑み、公共料金に関

して受け付けた意見・相談内容等を取りまとめ、消費者庁へ報告する。 

 

・ 関係行政機関への情報提供を積極的に行う。 

 

②消費生活センター等 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴの安定的運用に資するため、「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」

（相談カードの記載方法やキーワード付与ルール等の周知を目的とした

情報誌）など、ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情報を、随時「消費者行政フ

ォーラム」（ＰＩＯ－ＮＥＴ業務のサポート用電子掲示板）に掲載する。 

 

・ 相談対応等から得られた情報・知見を迅速に提供するため、「消費生活相

談緊急情報」を「消費者行政フォーラム｣に月２回以上掲載する。 

 

・ 相談対応等から得られた情報・知見を迅速に提供するため、「製品関連事

故情報」を「消費者行政フォーラム」に毎月掲載する。 

 

③国の行政機関 

・ 法令に基づく迅速かつ厳正な行政処分等に資するため、消費者利益を侵害

する違法・不当行為について、事業者情報を含め、行政機関との間で緊密

な情報交換を行う。 

 

④独立行政法人 

・ 製品評価技術基盤機構、農林水産消費安全技術センター、国立健康・栄養

研究所との情報共有を進め、商品テスト、研修等に関し連携を図る。 

 

⑤消費者団体 

・ 適格消費者団体におけるＰＩＯ－ＮＥＴの利用について、関係者との調整

を踏まえ、利用のための環境整備に着手する。 

 

・ 消費者団体への情報提供を積極的に行う。 

 

⑥法令照会への対応 

・ 裁判所、警察、弁護士会、適格消費者団体等からの法令に基づく照会に対

して迅速かつ適切に対応する。 
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